
第７ 青森県普通会計バランスシート､ 青森県普通会計行政

コスト計算書及び青森県全体のバランスシートについて

一 策 定 の 経 緯

本県では､ 普通会計におけるストック情報としての資産と負債の状況を明らかにした ｢青森県普通会計

バランスシート｣ を､ 平成 年度から作成､ 公表しています｡

また､ 公営企業会計を含む県全体の資産と負債の状況を一覧性のある形で明らかにするための ｢青森県

全体のバランスシート｣ についても､ 平成 年度から作成､ 公表しています｡

さらに､ 同じく平成 年度から､ 人的サービスや給付サービスなど､ 資産形成につながらない当該年度

の行政サービスのコストを説明するため､ ｢青森県普通会計行政コスト計算書｣ を作成､ 公表しています｡

本県では､ バランスシートや行政コスト計算書については､ 各地方公共団体間の財務分析の比較が可能

となるように､ 国 (総務省) の ｢地方公共団体の総合的な財政分析に関する調査研究会報告書｣ で示され

た作成手法により作成しています｡

― ―



二 青森県普通会計バランスシート

１ バランスシート (平成 年３月 日現在)

(第 表) (単位 百万円)

― ―

借 方 貸 方

[資産の部]

１. 有形固定資産

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農林水産業費

商 工 費

土 木 費

警 察 費

教 育 費

そ の 他

計

(うち土地 )

有形固定資産合計

２. 投 資 等

投資及び出資金

貸 付 金

基 金

① 特定目的基金

② 土地開発基金

③ 定額運用基金

基 金 計

投 資 等 合 計

３. 流 動 資 産

現金・預金

① 財政調整基金

② 県債管理基金

③ 歳 計 現 金

現金・預金 計

未 収 金

① 県 税

② そ の 他

未収金 計

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

[負債の部]

１. 固 定 負 債

県 債

債務負担行為

① 物件の購入等

② 債務保証又は損失補償

債務負担行為 計

退職給与引当金

固 定 負 債 合 計

２. 流 動 負 債

県債翌年度償還予定額

翌年度繰上充用金

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

正味資産の部

１. 国庫支出金

２. 一般財源等

正 味 資 産 合 計

負債・正味資産合計

※債務負担行為に関する情報

① 物件の購入等に係るもの 百万円 (本表に計上したものを除く)

② 債務保証又は損失補償に係るもの (限度額) 百万円

債務保証又は損失補償に係るもの (借入金元本実残高) 百万円

③ 利子補給等に係るもの 百万円

④ その他 (八戸赤十字病院施設整備費補助等) 百万円



２ バランスシートの作成手法

作成上の基本的前提

１ 対象会計範囲

普通会計 (一般会計と肢体不自由児施設特別会計等の特別会計を含み､ 既に企業会計手法によっ

ている病院事業や電気事業等の公営事業会計は含まず) を対象としています｡

２ バランスシート作成の基準日

会計年度の最終日 (平成 年３月 日)

３ 出納整理期間

出納整理期間 (４月１日～５月 日) における出納については､ バランスシート作成の基準日ま

でに終了したものとして処理しています｡

４ 基礎数値

電算処理化された昭和 年度以降の決算統計データ

資 産 の 部

１ 有形固定資産

取得原価主義により､ 土地については取得原価､ 土地以外については減価償却後の資産を表示し

ています｡

資産形成のために実際に投下された税等の額を表す普通建設事業費を有形固定資産の取得原価と

しています｡

減価償却については､ 定額法により算出し､ 耐用年数は､ 総務省の ｢地方公共団体の総合的な財

政分析に関する調査研究会報告書｣ に示された有形固定資産耐用年数表に基づいています｡

２ 投 資 等

投資等は､ ｢投資及び出資金｣､ ｢貸付金｣ 及び ｢基金｣ に分類し､ ｢投資及び出資金｣ については､

額面により評価､ 計上しています｡

３ 流 動 資 産

流動資産は､ 流動性の高い基金である ｢財政調整基金｣ 及び ｢県債管理基金｣､ 形式収支 (歳入

総額－歳出総額) に相当する ｢歳計現金｣ 並びに ｢未収金｣ に分類して表示しています｡

負 債 の 部

１ 固 定 負 債

県 債

バランスシート作成基準日における県債残高から､ 流動負債に相当する翌年度の元金償還予定

額を控除した額を計上しています｡

債務負担行為

債務負担行為による債務が残っているが既に物件の引渡しを受けたものについては､ 今後の支

― ―



払予定額をもって資産計上､ 見返り財源として ｢債務負担行為｣ を負債科目に計上しています｡

また､ 損失補償等に係る債務負担行為のうち既に履行すべき額が確定したものを､ 負債科目に

計上し､ その他のものについては､ 欄外注記しています｡

退職給与引当金

年度末に職員全員が普通退職したと想定し､ その要支給額を計上しています｡

２ 流 動 負 債

県債翌年度償還予定額

県債の年度末残高のうち､ 翌年度の元金償還予定額を計上しています｡

正味資産の部

１ 正 味 資 産

営利活動を目的としない､ 地方公共団体である県のバランスシートであることから､ 資本､ 持分

等の名称は避け､ ｢正味資産｣ の呼称を用いています｡

― ―



３ 附 属 書 類

(第 表)

○ 有形固定資産明細表 (平成 年度末)

(単位 百万円)

― ―

取 得 価 額
Ａ
減価償却累計額

Ｂ
残 存 価 額

Ａ―Ｂ

総 務 費
庁 舎 等
そ の 他
民 生 費
保 育 所
そ の 他
衛 生 費
環 境 衛 生 費
そ の 他
労 働 費
農 林 水 産 業 費
造 林
林 道
治 山
砂 防
漁 港
農 業 農 村 整 備
海 岸 保 全
そ の 他
商 工 費
国 立 公 園 等
観 光
そ の 他
土 木 費
道 路
橋 梁
河 川
砂 防
海 岸 保 全
港 湾
都 市 計 画
街 路
都 市 下 水 路
区 画 整 理
公 園
そ の 他

住 宅
空 港
そ の 他
警 察 費
教 育 費
小 学 校
中 学 校
高 等 学 校
幼 稚 園
特 殊 学 校
大 学
各 種 学 校
社 会 教 育
そ の 他
そ の 他
合 計



(第 表)

○ 土地明細表 (平成 年度末)

(単位 百万円)

(第 表)

○ 普通建設事業に係る補助金・負担金等の状況 (平成 年度末)

国､ 市町村､ 民間等の他団体に支出した補助金､ 負担金等の中には､ これらの交付を受けることにより

当該団体等に有形固定資産が形成される場合があります｡

これらについては､ バランスシートには計上されていませんが､ 本県のストックに関連する情報である

ことから､ 以下のとおりまとめました｡

(単位 百万円)

― ―

区 分 取 得 価 額

道 路 橋 梁

街 路

公 営 住 宅

高 等 学 校

特 殊 学 校

大 学

そ の 他

合 計

昭和 年度

以降累計額

直 近 ５ カ 年 の 実 績

平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

総 務 費

うち東北新幹線鉄道
整備事業費負担金

うち北海道新幹線鉄道
整備事業費負担金

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

警 察 費

教 育 費

合 計

(注) 国直轄事業負担金､ 市町村､ 諸団体等に対する普通建設事業に係る補助金等をとりまとめたものです｡



(第 表)

○ 主な施設の状況 (平成 年度末)

(単位 百万円)

― ―

名 称 等 取得年度 取 得 価 額 減価償却累計額 残 存 価 額

総務費

県庁舎西棟 Ｈ５

県庁舎北棟 Ｈ

青森県立三沢航空科学館 Ｈ

民生費
青森県県民福祉プラザ Ｈ９

青森県男女共同参画・子ども家庭支援センター Ｈ

衛生費 青森県環境保健センター Ｈ２

労働費 青森県立木造高等技術専門校 Ｈ７

農
林
水
産
業
費

青森県グリーンバイオセンター Ｈ６

三沢漁港外東防波堤 Ｈ

下北ブランド研究開発センター Ｈ

清水目ダム Ｈ

商工費 白神山地ビジターセンター Ｈ

土

木

費

久吉ダム Ｈ７

ベイサイド柳川 (県営住宅) Ｈ８

国道 号鰺ヶ沢ＢＰ Ｈ

縄文時遊館 Ｈ

新青森県総合運動公園総合体育館 Ｈ

警察費
青森県運転免許センター Ｈ７

八戸警察署 Ｈ

教

育

費

青森県立図書館 Ｈ５

青森県立青森第二高等養護学校 Ｈ５

青森県総合学校教育センター Ｈ９

青森県立保健大学 Ｈ

青森県武道館 Ｈ

青森県立尾上総合高等学校 Ｈ

青森県立北斗高等学校 Ｈ

青森県立弘前実業高等学校 Ｈ

青森県立八戸北高等学校 Ｈ

青森県立青森東高等学校 Ｈ

青森県立美術館 Ｈ

※１ 原則として平成元年度以降に取得した有形固定資産の主なものについて掲げています｡

２ 取得年度は完成年度 (継続費等の最終年度)､ 取得価額は継続費等の精算額によっています｡

従って､ 別途取得・整備された用地､ 備品等及び竣工後実施された改修等は取得価額に含んでいません｡



(第 表)

○ 投資及び出資金明細表 (平成 年度末)

(単位 百万円)

― ―

区 分 平成 年度末残高

１. 商工関係

青森県工業用水道事業会計

青森県信用保証協会

青森信用組合出えん金

(財) あおもり産業総合支援センター

その他 ５件

２. 農林水産業関係

(社) 青い森農林振興公社 (旧青森県農村開発公社分)

青森県農業信用基金協会

(社) 青い森農林振興公社 (旧青森県肉用牛開発公社分)

(社) 青森県畜産物価格安定基金協会

農林漁業信用基金

(社) 青森県漁業信用基金協会

(社) 青森県栽培漁業振興協会

その他 件

３. 住宅関係

青森県住宅供給公社

４. 観光・交通関係

青森県観光施設事業会計

青森県道路公社

青い森鉄道 (株)

その他 ５件

５. 開発関係

(財) 地域総合整備財団

新むつ小川原 (株)

八戸臨海鉄道 (株)

(財) 八戸地域高度技術振興センター

(株) 八戸インテリジェントプラザ

(財) あおもり産業総合支援センター

(株) 八戸港貿易センター

(財) むつ小川原漁業操業安定協会

その他 件

６. 電力関係

東北電力 (株)

７. その他

(財) 都道府県会館

(財) 青森学術文化振興財団

(財) みらい創造財団 (旧青森県国際交流協会分)

(学) 自治医科大学

青森県立中央病院

青森県立つくしが丘病院

青森空港ターミナルビル (株)

(財) 暴力追放青森県民会議

その他 件

合 計

※ 銘柄を明記したものは､ 青森県住宅供給公社を除き残高が１億円以上のものとしています｡
なお､ 本表の合計額は､ ⑰歳入歳出決算書附属書類 ｢１ 公有財産｣ のうち､ ｢ 有価証券｣ 及び ｢ 出資に
よる権利｣ の合計額に相当しますが､
① 企業会計に対する出資 計 千円
② 公益信託ボランティア基金 千円
③ ＰＣＢ廃棄物処理基金 千円
については､ 決算書附属書類に記載されていません｡



(第 表)

○ 貸付金明細表 (平成 年度末)

(単位 百万円)

― ―

区 分 平 成 年 度 末 残 高

１. 転貸債に係るもの

青森県フェリー埠頭公社貸付金

２. その他

(１) 商工関係

消費生活協同組合設備資金貸付金

新産業都市建設事業団貸付金

小規模企業者等設備資金貸付金 (特別会計)

小規模企業者等設備貸与資金貸付金 (特別会計)

中小企業高度化資金貸付金 (特別会計)

(２) 農林水産業関係

農業改良資金貸付金 (特別会計)

就農支援資金貸付金 (特別会計)

青い森農林振興公社貸付金

林業・木材産業改善資金貸付金 (特別会計)

沿岸漁業改善資金貸付金 (特別会計)

新規就農奨励資金貸付金

(３) 民生・労働関係

災害援護資金貸付金

社会福祉士及び介護福祉士修学資金貸付金

介護保険財政安定化基金貸付金

母子福祉資金貸付金 (特別会計)

寡婦福祉資金貸付金 (特別会計)

(５) 観光・交通関係

青森県道路公社貸付金

青森県フェリー埠頭公社貸付金

(６) 教育関係

定時制通信制奨励金貸付金

(７) その他

地域総合整備資金貸付金

獣医師修学資金貸付金

小川原湖広域水道清算事業貸付金

看護師等修学資金貸付金

青森県立中央病院運営資金貸付金

青森県立つくしが丘病院運営資金貸付金

大学院修学資金貸付金

医師修学資金貸付金

合 計



(第 表)

○ 特定目的基金明細表 (平成 年度末)

(単位 百万円)

(第 表)

○ 定額運用基金明細表 (平成 年度末)

(単位 百万円)

― ―

区 分 平 成 年 度 末 残 高

青森県公共施設等整備基金

青森県地域振興基金

青森県発電用施設所在市町村等振興基金

青森県環境保全基金

青森県災害救助基金

青森県地域福祉基金

青森県森林整備担い手対策基金

青森県むつ小川原工業基地企業立地促進基金

青森県中山間地域ふるさと活性化基金

青森県あすなろ国体記念社会体育振興基金

青森県美術資料取得等基金

青森県三内丸山遺跡保存・活用基金

青森県介護保険財政安定化基金

青森県中山間地域等直接支払交付金基金

青森県国民健康保険広域化等支援基金

青森県森林整備地域活動支援交付金基金

合 計

区 分 平 成 年 度 末 残 高

青森県市町村振興基金

青森県発電用施設所在市町村等企業導入促進基金

合 計



(第 表)

○ 債務負担行為明細表 (平成 年度末)

(単位 百万円)

― ―

区 分
当該年度以降
支出予定額

備 考

①物件の購入等に係るもの

土地の購入に係るもの 職員公舎用地取得に係る共済組合からの借入金の償還費

建造物の購入に係るもの 職員公舎等建設に係る共済組合からの借入金の償還費

製造工事の請負に係るもの 橋梁､ ダム等の大規模工事費

②債務保証又は損失補償に係るもの
( )

＝債務負担行為設定の限度額

公社､ 協会等に係るもの
( )

※以下の ( ) 内は設定年度を示します｡

青森県土地開発公社 (中核工業団地分)
( ) 青森中核工業団地造成事業資金借入金に対する債務保証
(Ｈ７～ 年度)

あおもり産業総合支援センター
( ) 中小企業機械貸与資金借入金等に対する損失保証 (Ｈ８
～ 年度)

あおもり産業総合支援センター
(オーダーメイド型貸工場分)

( ) オーダーメイド型貸工場モデル事業資金借入金に対する
損失補償 (Ｈ 年度)

青い森農林振興公社 (農地保有合理
化促進事業分)

( ) 農地保有合理化促進事業資金借入金等に対する損失補償
(Ｈ８～ 年度)

青い森農林振興公社 ( ) 農林漁業金融公庫資金借入金等に対する損失補償 (Ｓ
～Ｈ 年度)

青森県道路公社 ( ) 有料道路建設事業資金に対する債務保証及び運営資金借
入金に対する損失補償 (Ｓ ～Ｈ４年度､ Ｈ９～ 年度)

共同発行地方債に係るもの
北東北みらい債の元利償還金に対する秋田県及び岩手県
との連帯債務 (Ｈ ～ 年度)

その他

③利子補給等に係るもの

農林水産関係 農業近代化資金､ 漁業近代化資金等に係る利子補給

商工関係

住宅関係 住宅建設等に係る利子補給

その他

④その他 赤十字病院施設整備費補助等

※ ②債務保証又は損失補償に係るものについては､ 議決を経た限度額を記載しています｡
ただし､ 基本的には元金ベースであり､ 債務が確定しなければ算定されない約定利息及び遅延利息は除いています｡
また､ 過去において設定したものについては､ 事業主体が既に償還済みの部分もあり､ このような場合は､ 債務が
確定しても限度額を下回ることになります｡
なお､ ② ( ) 書きは公社､ 協会等における借入金元本残高です｡



４ バランスシートによる財務分析

本県の資産・負債等の状況

○ 本県の平成 年３月 日現在の資産合計額は３兆 億円で､ 平成 年３月 日現在の３兆

億円と比べ 億円､ 率にして ％の減となっています｡ これは､ 社会資本の新規整備が一段落し

た一方で減価償却が進展したこと等によるものです｡

このうち､ ｢有形固定資産｣ は２兆 億円 (構成比 ％) で､ 前年度に比べ 億円､ 率にし

て ％の減となっています｡ 有形固定資産を目的別にみると､ 土木費 ％ (前年度 ％)､ 農

林水産業費 ％ (同 ％)､ 教育費 ％ (同 ％) となっており､ 構成比はほぼ前年度と同じ

となっています｡ 伸び率をみると､ 衛生費が ％増と高い伸びを示しており､ これは､ ｢汚染拡

散防止対策事業費｣ 等によるものです｡

｢投資等｣ については 億円 (構成比 ％) で､ 前年度に比べ 億円､ 率にして ％の減と

なっています｡ これは､ ｢貸付金｣ が県道路公社貸付金の減等により減となったこと､ ｢基金｣ が土

地開発基金は増加したものの､ 公共施設等整備基金等が減となったことによるものです｡

｢流動資産｣ については､ 億円 (構成比 ％) で､ 前年度に比べ 億円､ 率にして ％の減

となっています｡ これは､ 財政調整基金､ 県債管理基金の減によるものです｡

○ 一方､ 負債合計額は１兆 億円で､ 前年度の１兆 億円に比べ 億円､ 率にして ％の増

となっています｡

このうち､ 固定負債の ｢県債｣ と流動負債の ｢県債翌年度償還予定額｣ を合わせた県債残高は１

兆 億円で､ 前年度に比べ 億円､ 率にして ％の増となっています｡

このように県債残高の伸び率が ｢有形固定資産｣ を上回っているのは､ 平成 年度は､ 昨年度に

引き続き､ 地方交付税の振り替え分である臨時財政対策債を発行したこと､ ｢有形固定資産｣ は､

取得した年度から減価償却を開始するのに対し､ 県債の償還は､ 一定の据置期間後に始まること､

東北新幹線鉄道整備事業費負担金のように､ 県の資産とならないものについても県債の充当が認め

られていること等によるものです｡

○ 資産から負債を差し引いた正味資産は１兆 億円で､ 前年度に比べて 億円､ 率にして ％

の減となっています｡

― ―



社会資本形成の世代間負担比率

この比率は､ 社会資本整備の結果を示す ｢有形固定資産｣ のうち､ 正味資産によって形成されてい

る比率です｡

正味資産は､ 主に今までの世代の負担により形成された社会資本の額を指していることから､ この

比率はこれまでの世代によって既に納付された税金等によって社会資本が形成された割合を示すもの

であり､ この比率が高いほど､ 将来世代の負担分が少ないといえます｡

この比率が低下してきているのは､ 有形固定資産が減価償却の進展により減少に転じる一方で､ 有

形固定資産の形成に直接つながらない臨時財政対策債を発行したことにより､ 県債が増加したこと等

によるものです｡

(単位 百万円､ ％)

予算額対資産比率

バランスシートの資産合計は､ 本県の社会資本形成の総額を表しますが､ この比率は資産合計が本

県の収入合計 (普通会計決算額) の何年分に相当するかを表したものです｡

この比率が高いほど､ ストックとしての社会資本の整備が進んできたものといえます｡ 近年､ この

比率は収入合計の減も相俟って増加傾向で推移しています｡

(単位 百万円､ 年)

― ―

項 目
平成 年
３ 月 末

平成 年
３ 月 末

平成 年
３ 月 末

平成 年
３ 月 末

平成 年
３ 月 末

平成 年
３ 月 末

平成 年
３ 月 末

有形固定資産残高 (ａ)

正 味 資 産 合 計 (ｂ)

社会資本負担比率 (ｂ／ａ)

項 目
平成 年
３ 月 末

平成 年
３ 月 末

平成 年
３ 月 末

平成 年
３ 月 末

平成 年
３ 月 末

平成 年
３ 月 末

平成 年
３ 月 末

収 入 合 計 (ａ)

資 産 合 計 (ｂ)

予算額対資産比率 (ｂ／ａ)



有形固定資産の行政目的別割合及び経年変化

有形固定資産の行政目的別割合を見ることにより､ 行政分野別の資産形成の比重を把握することが

できます｡

(単位 百万円､ ％)

流動比率

１年以内に返済する必要のある負債 (流動負債) と､ その返済に充て得る資産 (流動資産) の比率

であり､ この比率が大きいほど短期的な負債対応力があることを示します｡

この比率は減少傾向にありますが､ これは､ 流動資産である県債管理基金の残高が取り崩しにより

減少していること､ 県債残高の増加に伴い､ １年以内に償還予定の元金償還額が増加していることに

よるものです｡

(単位 百万円､ ％)

― ―

項 目
平成 年
３ 月 末

平成 年
３ 月 末

平成 年
３ 月 末

平成 年
３ 月 末

平成 年
３ 月 末

平成 年
３ 月 末

平成 年
３ 月 末

流 動 資 産 計 (ａ)

流 動 負 債 計 (ｂ)

流 動 比 率 (ａ／ｂ)

目 的 別

平成 年
３ 月 末

平成 年
３ 月 末

平成 年
３ 月 末

平成 年
３ 月 末

平成 年
３ 月 末

平成 年３月末 平 成 年 ３ 月 末

金 額 金 額 金 額 金 額 金 額 金 額 構成比 金 額 構成比 伸び率

総 務 費 △

民 生 費 △

衛 生 費

労 働 費 △

農林水産業費 △

商 工 費 △

土 木 費 △

警 察 費 △

教 育 費

そ の 他 △

有形固定資産計 △



県民一人当たりバランスシート

(第 表)

県民一人当たり資産合計額 千円 県民一人当たり負債合計額 千円

(前年度 千円) (前年度 千円)

県民一人当たり正味資産合計額 千円

(前年度 千円)

平成 年３月 日現在住民基本台帳登載人口 人

― ―

借 方 貸 方

勘 定 科 目 残 高
一人当たり
金 額

勘 定 科 目 残 高
一人当たり
金 額

[資産の部]

１. 有形固定資産

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

警 察 費

教 育 費

そ の 他

有形固定資産合計

(百万円) (千円) [負債の部]

１. 固 定 負 債

県 債

債 務 負 担 行 為

① 物 件 の 購 入 等

② 債務保証又は損失補償

債 務 負 担 行 為 計

退 職 給 与 引 当 金

固 定 負 債 合 計

(百万円) (千円)

２. 投 資 等

投 資 及 び 出 資 金

貸 付 金

基 金

① 特 定 目 的 基 金

② 土 地 開 発 基 金

③ 定 額 運 用 基 金

基 金 計

投 資 等 合 計

２. 流 動 負 債

県債翌年度償還予定額

翌年度繰上充用金

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

３. 流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

① 財 政 調 整 基 金

② 県 債 管 理 基 金

③ 歳 計 現 金

現 金 ・ 預 金 計

未 収 金

① 県 税

② そ の 他

未 収 金 計

流 動 資 産 合 計

[正味資産の部]

１. 国 庫 支 出 金

２. 一 般 財 源 等

正 味 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 ・ 正 味 資 産 合 計



三 青森県普通会計行政コスト計算書

(第 表)

１ 行政コスト計算書 (平成 年４月１日～平成 年３月 日)

― ―

[行政コスト]

総 額 (構成比率) 議 会 費 総 務 費 民 生 費 衛 生 費 労 働 費

１
人
に
係
る
も
の

人 件 費

退職給与引当金繰入 △

小 計

２

物
に
係
る
も
の

物 件 費

維 持 補 修 費

減 価 償 却 費

小 計

３

移
転
支
出
的
な
も
の

扶 助 費

補 助 費 等

繰 出 金

普 通 建 設 事 業 費

小 計

４

そ

の

他

災 害 復 旧 事 業 費

公債費 (利子分のみ)

不 納 欠 損 額

特 別 損 失

小 計

行 政 コ ス ト ａ

(構 成 比 率)

[収入項目]

１ 使用料・手数料等 ｂ

ｂ／ａ

２ 国 庫 支 出 金 ｃ

ｃ／ａ

３ 一 般 財 源 ｄ

ｄ／ａ

収入 (ｂ＋ｃ＋ｄ) ｅ

４
正 味 資 産 国 庫
支 出 金 償 却 額

５ 期 首 一 般 財 源 等 平成 年３月 日現在バランスシートの正味資産・
一般財源等と同額

差引 (ｅ－ａ＋ｆ)
一般財源等増減額

△

６ 期 末 一 般 財 源 等
平成 年３月 日現在バランスシートの正味資産・
一般財源等と同額



(単位 百万円)

― ―

農林水産業費 商 工 費 土 木 費 警 察 費 教 育 費 災害復旧費 公 債 費 諸支出金 不納欠損額 特別損失

※ ｢使用料・手数料等｣ …
｢分担金及び負担金｣､ ｢使用料及び手数料｣､ ｢財産収入｣､ ｢寄附金｣ 及び ｢貸付金

元金収入以外の諸収入｣

※ ｢一般財源｣ ……………
｢県税｣､ ｢地方消費税清算金｣､ ｢地方譲与税｣､ ｢地方特例交付金｣､ ｢地方交付税｣

及び ｢交通安全対策特別交付金｣



２ 行政コスト計算書作成手法

作成上の基本的前提

１ 対象会計範囲

普通会計

２ 行政コスト計算書作成の対象期間

平成 年４月１日から平成 年３月 日までの１年間

３ 出納整理期間

出納整理期間 (４月１日～５月 日) における出納については､ 行政コスト計算書作成の対象期

間中に終了したものとして処理しています｡

４ 基礎数値

平成 年度の普通会計決算額を基に､ 減価償却等平成 年度に発生したコストを加えて作成して

います｡

行 政 コ ス ト

１ 計上を行うコストの範囲

当該年度の行政サービスに要する費用のうち､ 資産形成につながる支出を除いた現金支出に減価

償却費､ 不納欠損額､ 退職給与引当金等の現金支出を伴わないものを加えたものとしています｡

＜各経費の説明＞

１ 人に係るもの

人件費

人件費の決算額から退職手当支払い額を除いた額を計上しています｡

退職給与引当金繰入

当該年度に引当金として新たに繰り入れられた分に相当する額を計上しています｡

２ 物に係るもの

物件費

旅費､ 普通消耗品や光熱水費等の需用費､ 通信運搬費等の役務費等を計上しています｡

維持補修費

公共用施設等の効用を保全するための修繕費等を計上しています｡

減価償却費

バランスシートに計上された有形固定資産の減価償却相当額を計上しています｡

３ 移転支出的なもの

扶助費

生活保護法等の法令に基づき被扶助者に対して給付等を行う経費を計上しています｡

補助費等

普通建設事業費に計上されるものを除く負担金､ 補助及び交付金､ 報償費等を計上していま

― ―



す｡

繰出金

定額運用基金への繰出金を除いた額を計上しています｡

普通建設事業費

国､ 市町村､ 民間等他団体に支出した補助金､ 負担金等によりその団体に有形固定資産が形

成される場合､ その補助金､ 負担金等を計上しています｡

４ その他

災害復旧事業費､ 公債費のうち利子分の平成 年度の決算額を計上しています｡

不納欠損額については､ 未収金で不納欠損処理を行った場合､ コストとして計上しています｡

特別損失については､ ｢しもきた克雪ドーム｣ のむつ市に対する譲与に伴う償却損を計上して

います｡

収 入 項 目

１ 使用料・手数料等

分担金・負担金､ 使用料・手数料､ 財産収入､ 寄附金について現年調定額を計上しています｡

繰入金は､ 基金の取り崩しによる繰入金､ 公営企業で貸付金として整理されている繰入金及び法

非適用の公営企業からの貸付金元金償還金を除いた現年調定額を計上しています｡

諸収入については貸付金元金収入を除いた現年調定額を計上しています｡

２ 国庫支出金

資産形成に資するもの以外の国庫支出金の現年調定額を計上しています｡

３ 一般財源等

県税､ 地方譲与税､ 地方交付税､ 地方特例交付金､ 交通安全対策特別交付金の現年調定額を計上

しています｡

繰越金については､ 前年度までの収益としてバランスシート上で経理されているため､ 計上しな

いこととしています｡

４ 正味資産国庫支出金償却額

バランスシートの正味資産に計上した国庫支出金の償却額を計上しています｡

― ―



３ 行政コスト計算書の概要

概 要

本県の平成 年度における ｢行政コスト｣ の総額は 億円で､ 平成 年度の 億円と比べ

億円､ 率にして ％の増となっています｡

一方､ ｢収入｣ は 億円で前年度と比べ 億円､ 率にして ％の増となっています｡

｢行政コスト｣ と ｢収入｣ との差は 億円で平成 年度とほぼ同額となっています｡ これに､ ｢正

味資産国庫支出金償却額｣ 億円を加味した本年度における一般財源等増減額は 億円の減で､ 前

年度と比べ 億円の減となりました｡

行政コスト

① 性質別経費

行政コストを性質別にみると､ ｢人に係るもの｣ が ％と最も大きく､ 次いで ｢物に係るもの｣

の ％､ ｢移転支出的なもの｣ の ％となっています｡

｢人に係るもの｣ では ％が教育費､ ％が警察費､ ％が農林水産業費となっており､

｢物に係るもの｣ では ％が土木費､ ％が農林水産業費､ ％が教育費､ ｢移転支出的なもの｣

では ％が民生費､ ％が総務費､ ％が農林水産業費となっています｡

ア ｢人に係るもの｣

職員の人件費など ｢人に係るもの｣ は､ 億円で前年度に比べ 億円､ 率にして ％の減

となっていますが､ これは､ 職員数の減等によるものです｡

また､ 退職給与引当金繰入が減となっているのは､ 職員数の減等により､ 所要額が減となった

ことによるものです｡

イ ｢物に係るもの｣

物件費､ 減価償却費など ｢物に係るもの｣ は 億円で､ 前年度と比べ５億円､ 率にして

％の減となっていますが､ これは､ 緊急地域雇用創出特別交付金事業の減等に伴う物件費の減等

によるものです｡

ウ ｢移転支出的なもの｣

扶助費や補助費など ｢移転支出的なもの｣ は 億円で､ 前年度と比べ３億円､ 率にして

％の増となっていますが､ これは､ 国民健康保険における財政調整県交付金の創設等に伴う補助

費等の増等によるものです｡

エ ｢その他｣

災害復旧事業費や公債費のうち利子など ｢その他｣ は 億円で､ 前年度と比べ 億円､ 率に

して ％の増となっていますが､ これは､ 災害復旧事業費の増の他､ しもきた克雪ドームのむ

つ市への譲与に伴う償却損等によるものです｡

② 目的別経費

行政コストを目的別にみると､ 教育費が ％と最も大きく､ 次いで土木費の ％､ 農林水産

業費の ％､ 民生費の ％となっており､ その概要は以下のとおりです｡

― ―



ア 教育費

教育費は 億円で､ その ％が ｢人に係るもの｣ です｡ 前年度と比べると８億円､ 率にし

て ％の減となっていますが､ これは､ 職員数の減等による人件費の減等によるものです｡

イ 土木費

土木費は 億円で､ その ％が ｢物に係るもの｣ です｡ 前年度と比べると１億円､ 率にし

て ％の増となっていますが､ これは､ ｢物に係るもの｣ の除雪関係費の増等による維持補修費

の増等によるものです｡

ウ 農林水産業費

農林水産業費は 億円で､ その ％が ｢物に係るもの｣､ ％が ｢移転支出的なもの｣ で

す｡ 前年度と比べると 億円､ 率にして ％の減となっていますが､ これは､ ｢移転支出的なも

の｣ の普通建設事業費の減等によるものです｡

エ 民生費

民生費は 億円で､ その ％が ｢移転支出的なもの｣ です｡ 前年度と比べると 億円､ 率

にして ％の増となっていますが､ これは､ ｢移転支出的なもの｣ の補助費等の増等によるもの

です｡

収 入

① 使用料・手数料等

使用料・手数料等の総額は 億円で､ 前年度と比べ 億円､ 率にして ％の減となっており､

行政コストに占める割合は ％となっていますが､ これは､ 分・負担金 億円の減等によるもの

です｡

② 国庫支出金

国庫支出金の総額は 億円で､ 前年度と比べ 億円､ 率にして ％の減となっており､ 行政コ

ストに占める割合は ％となってます｡ これは､ 教育費における義務教育費国庫負担金の暫定的

な減額措置に伴う減等によるものです｡

③ 一般財源

一般財源の総額は 億円で､ 前年度と比べ 億円､ 率にして ％の増となっており､ 行政コ

ストに占める割合は ％となっています｡ これは､ 国庫補助負担金の一般財源化に伴う所得譲与

税の増等による地方譲与税の増等によるものです｡

― ―



県民一人当たり行政コスト計算書

(第 表)

平成 年３月 日現在住民基本台帳登載人口 人

― ―

総 額 議 会 費 総 務 費 民 生 費 衛 生 費 労 働 費

１

人
に
係
る
も
の

人 件 費

退職給与引当金繰入 △

小 計

２

物
に
係
る
も
の

物 件 費

維 持 補 修 費

減 価 償 却 費

小 計

３

移
転
支
出
的
な
も
の

扶 助 費

補 助 費 等

繰 出 金

普 通 建 設 事 業 費

小 計

４

そ

の

他

災 害 復 旧 事 業 費

公債費 (利子分のみ)

不 納 欠 損 額

特 別 損 失

小 計

行 政 コ ス ト ａ

(構 成 比 率)



(単位 円)

― ―

農林水産業費 商 工 費 土 木 費 警 察 費 教 育 費 災害復旧費 公 債 費 諸支出金 不納欠損額 特別損失



行政目的別行政コストの割合

(第 表)

― ―

[行政コスト]

区 分 合 計

１. 人 に 係 る も の ２. 物 に 係 る も の

人 件 費
退職給与
引当金繰入

小 計 物 件 費 維持補修費 減価償却費 小 計

議 会 費
金 額 △

構成比 △

総 務 費
金 額

構成比

民 生 費
金 額

構成比

衛 生 費
金 額

構成比

労 働 費
金 額

構成比

農林水産
業 費

金 額

構成比

商 工 費
金 額

構成比

土 木 費
金 額

構成比

警 察 費
金 額

構成比

教 育 費
金 額

構成比

災害復旧費
金 額

構成比

公 債 費
金 額

構成比

諸支出金
金 額

構成比

不納欠損額
金 額

構成比

特別損失
金 額

構成比

合 計
金 額

構成比

※ 表頭・合計欄の構成比は､ 目的別の構成比を示します｡

表側・合計欄の構成比は性質別の構成比を示します｡

表内各欄の構成比は､ 当該目的別経費中の性質別経費の構成比を示します｡

網掛けは､ 各性質別で金額の大きい上位３つを示します｡



(単位 百万円､％)

― ―

[収入]

３. 移 転 支 出 的 な も の

４. その他
使 用 料 ・

手 数 料 等
国庫支出金

扶 助 費 補 助 費 等 繰 出 金
普 通 建 設
事 業 費

小 計



行政目的別行政コスト対前年度比較

(第 表)

― ―

[行政コスト]

区 分 合 計

１. 人 に 係 る も の ２. 物 に 係 る も の

人 件 費
退職給与
引当金繰入

小 計 物 件 費 維持補修費 減価償却費 小 計

議 会 費
増減額 △ △ △ △ △

増減率 △ △ △ △ － － △

総 務 費
増減額 △ △ △ △ △ △

増減率 △ △ △ △ △ △

民 生 費
増減額 △ △ △

増減率 △ △ △

衛 生 費
増減額 △ △

増減率 △ △

労 働 費
増減額 △ △ △ △

増減率 △ △ △ － △ △

農林水産
業 費

増減額 △ △ △ △ △

増減率 △ △ △ △ △

商 工 費
増減額 △ △ △

増減率 △ △ △

土 木 費
増減額 △ △

増減率 △ △

警 察 費
増減額 △ △ △ △ △

増減率 △ △ △ △ △

教 育 費
増減額 △ △ △ △ △

増減率 △ △ △ △ △

災害復旧費
増減額

増減率

公 債 費
増減額 △ △ △

増減率 △ △ △

諸支出金
増減額 △

増減率 △ － － － － －

不納欠損額
増減額 △

増減率 △

特別損失
増減額

増減率 皆増

合 計
増減額 △ △ △ △ △

増減率 △ △ △ △ △



(単位 百万円､％)

― ―

[収入]

３. 移 転 支 出 的 な も の

４. その他
使 用 料 ・

手 数 料 等
国庫支出金

扶 助 費 補 助 費 等 繰 出 金
普 通 建 設
事 業 費

小 計

△ △

△ － △ －

－

△ △

△ － △

△ △

－ △ △

△ △ △ △

△ － － △ △ △

△ △ △ △ △ △

△ － △ △ △ △

△ △ △ △

△ △ △ △

△ △ △ △

△ △ △ △

△ △ △ △

△ － △ △ △

△

－ △

－ － －

△ △ △ △

△ △ △ △

△ △

△ － △ － －

△

△

皆増

△ △ △ △ △

△ △ △ △ △



行政コスト計算書の経年変化

(第 表)

― ―

区 分
Ｈ . ３. 現在 Ｈ . ３. 現在

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

行

政

コ

ス

ト

１ 人 に 係 る も の

人 件 費

退 職 給 与 引 当 金 繰 入

小 計

２ 物 に 係 る も の

物 件 費

維 持 補 修 費

減 価 償 却 費

小 計

３ 移 転 支 出 的 な も の

扶 助 費

補 助 費 等

繰 出 金

普 通 建 設 事 業 費

小 計

４ そ の 他

災 害 復 旧 事 業 費

公 債 費 (利子分のみ)

不 納 欠 損 額

特 別 損 失

小 計

行 政 コ ス ト 計 ａ

収

入

項

目

１. 使 用 料 ・ 手 数 料 等 ｂ

２. 国 庫 支 出 金 ｃ

３. 一 般 財 源 ｄ

収 入 (ｂ＋ｃ＋ｄ) ｅ

４. 正 味 資 産 国 庫 支 出 金 償 却 額 ｆ

５. 期 首 一 般 財 源 等

差引 (ｅ－ａ＋ｆ) 一般財源等増減額

６. 期 末 一 般 財 源 等

※ 項目中ゴシック体は､ 現金支出を伴わないものを示します｡



(単位 百万円､ ％)

― ―

Ｈ . ３. 現在 Ｈ . ３. 現在 Ｈ . ３. 現在 Ａ Ｈ . ３. 現在 Ｂ 増 減 (Ｂ－Ａ)

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 伸び率

△ △

△ △

△ △

△ △

△ △

△ △

△ △

△ △

△ △

△ △

皆増

△ △

△ △

△ △

△ △

△ △ △ △ △

△ △



四 青森県全体のバランスシート

１ 県全体のバランスシート (平成 年３月 日現在)

(第 表)

― ―

普 通 会 計

Ａ

公 営 事

法 適 用 企 業

病 院 電 気 工業用水道 観光施設 港 湾 宅地造成

[資産の部] 〈港湾整備事業特別会計〉
１. 有 形 固 定 資 産
総 務 費
民 生 費
衛 生 費
労 働 費
農 林 水 産 業 費
商 工 費
土 木 費
警 察 費
教 育 費
そ の 他
合 計

２. 投 資 等
投 資 及 び 出 資 金
貸 付 金
基 金
そ の 他
合 計

３. 流 動 資 産
現 金 ・ 預 金
未 収 金
そ の 他
合 計

４. 繰 延 勘 定
資 産 合 計

[負債の部]
１. 固 定 負 債
県 債
債 務 負 担 行 為
引 当 金
(うち退職給与引当金)
( その他の引当金)
他 会 計 借 入 金
そ の 他
合 計

２. 流 動 負 債
県 債 翌 年 度 償 還 予 定 額
翌 年 度 繰 上 充 用 金
他会計借入金翌年度償還予定額
そ の 他
合 計

負 債 合 計
[正味資産の部]
正 味 資 産 合 計
負 債 ・ 正 味 資 産 合 計

※債務負担行為に関する情報

① 物件の購入等に係るもの (本表に計上したものを除く)

② 債務保証又は損失補償に係るもの (限度額)

(債務保証又は損失補償に係るもの (借入金実残高)) ( )

③ 利子補給等に係るもの

④ その他



(単位 百万円)

― ―

業 会 計

(合 計)

Ａ＋Ｂ＝Ｃ

個別会計間の
調整後の純計

Ｄ

連 単
比 率
Ｄ／Ａ

法 非 適 用 企 業
(小 計)

Ｂ下 水 道 駐 車 場(流 域) (特定環境) (農 集 排)

〈下水道事業
特別会計〉

〈下水道事業
特別会計の一
部及び過疎地
域下水道整備
事業〉

〈農業集落排
水事業費〉

〈駐車場事業
特別会計〉

－



２ 県全体のバランスシート作成手法

作成上の基本的前提

１ 対象会計範囲

普通会計及び以下の公営事業会計を対象とし､ これらを並記した上で単純な合計及び純計を参考

に示しています｡

２ 作成の基準日並びに出納整理期間

普通会計のバランスシートに準じています｡

３ 基礎数値等

法適用企業

平成 年度地方公営企業の決算統計データを用いています｡

法非適用企業

電算処理化された昭和 年度以降の地方公営企業の決算統計データを用いています｡

法 適 用 企 業

１ 普通会計のバランスシートに計上されていない項目の扱い

｢無形固定資産｣､ ｢貯蔵品｣､ ｢短期有価証券｣､ ｢未払金及び未払費用｣ については､ ｢その他｣

項目を設けて計上しています｡

｢修繕引当金｣ については､ ｢その他引当金｣ 項目を設けて計上しています｡

｢他会計借入金｣ については､ 新たに項目を設けて計上しています｡

２ 会計処理手法の異なる項目の整理

｢繰延勘定｣ については､ [資産の部] に項目を設け､ 計上しています｡

｢債務負担行為｣ については､ 普通会計のバランスシートと同様に整理しています｡

｢借入資本金｣ については､ [負債の部] に項目を設け､ 計上しています｡

｢資本金｣ と ｢剰余金｣ については､ [正味資産] に一括計上しています｡

｢退職給与引当金｣ については､ それぞれの基準で計上しています｡

― ―

地方公営企業法の適用 会 計 名

法適用企業 病院事業､ 電気事業､ 工業用水道事業､ 観光施設事業

法非適用企業

港湾整備事業､ 宅地造成事業 (臨海土地造成) (以上港湾整備事業特別会計)､ 下水道事業

(流域下水道＝下水道事業特別会計､ 特定環境下水道＝下水道事業特別会計の一部及び過

疎地域下水道整備事業､ 農業集落排水事業)､ 駐車場事業 (駐車場事業特別会計)



法非適用企業

１ 耐用年数の設定

普通会計のバランスシート､ 地方公営企業法等を参考に､ 以下のとおりとしています｡

２ 宅地造成事業 (臨海土地造成) における土地の扱い

宅地造成事業 (臨海土地造成) は工業用地のほか他用途のための土地造成を行うものであり､ そ

の資産は土地のみであることから､ 以下のとおりとして計上しています｡

事業完了地区分

総造成事業費－売却済地に係る事業費＝残存地分の事業費

事業未完了地区分

平成 年度末までの総事業費

３ 県全体の純計を算出するための個別会計間の調整

純計を算出するため､ 会計間の貸付金・借入金､ 投資及び出資金・繰入資本金を相殺しています｡

― ―

会 計 名 区 分 耐 用 年 数

港湾整備事業 港湾

下水道事業 ポンプ場､ 処理場

管渠

駐車場事業 駐車場



３ バランスシートによる財務分析

普通会計対全体バランスシートの比較

(単位 百万円)

○ 本県全体の資産総額は３兆 億円となり､ 普通会計の 倍となっています｡

そのうち､ 有形固定資産は３兆 億円で､ 普通会計の 倍の規模となりました｡

○ 一方､ 本県全体の負債総額は１兆 億円で､ 普通会計の 倍の規模となりました｡

○ 本県全体の正味資産は１兆 億円で､ 普通会計の 倍となりました｡

各会計別・社会資本形成の世代間負担比率

普通会計と同様に､ 各会計ごとに世代間負担比率を比較したものです｡

(単位 百万円､ ％)

― ―

普通会計 Ａ 公営事業会計 Ｂ 計 Ａ＋Ｂ＝Ｃ
個別会計間の
調整後の純計 Ｄ

連単比率
(Ｄ／Ａ)

資 産 合 計

(うち有形固定資産)

負 債 合 計

正 味 資 産 合 計

項 目 普通会計

法 適 用 企 業 法 非 適 用 企 業

計
個別会計間
の調整後の
純計病 院 電 気

工業用
水 道

観 光
施 設

港 湾
宅 地
造 成
下水道 駐車場

有形固定
資産残高

正味資産
合 計

社会資本
負担比率



有形固定資産の行政目的別割合

(単位 百万円､ ％)

― ―

金 額 構 成 比

総務費

民生費

衛生費

労働費

農林水産業費

商工費

土木費

警察費

教育費

その他

病 院

電 気

工業用水道

観光施設

駐車場

港 湾

宅地造成

下水道

有形固定資産 計

○ 有形固定資産の行政目的別割合 (平成 年度末)

下水道
３％

教育費
８％

農林水産業費
％

土木費
％

その他の費目
８％



県民一人当たりのバランスシート (県全体分)

(第 表)

県民一人当たりの資産合計額 (調整後) 千円 県民一人当たりの負債合計額 千円

(前年度 千円) (前年度 千円)

県民一人当たりの正味資産合計額 千円

(前年度 千円)

平成 年３月 日現在住民基本台帳登載人口 人

― ―

普 通 会 計

Ａ

公 営

法 適 用 企 業

病 院 電 気 工業用水道 観光施設 港 湾

[資産の部]

１. 有 形 固 定 資 産

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

警 察 費

教 育 費

そ の 他

合 計

２. 投 資 等

投 資 及 び 出 資 金

貸 付 金

基 金

そ の 他

合 計

３. 流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 金

そ の 他

合 計

４. 繰 延 勘 定

資 産 合 計

[負債の部]

１. 固 定 負 債

県 債

債 務 負 担 行 為

引 当 金

(う ち 退 職 給 与 引 当 金)

( そ の 他 の 引 当 金)

他 会 計 借 入 金

そ の 他

合 計

２. 流 動 負 債

県 債 翌 年 度 償 還 予 定 額

翌 年 度 繰 上 充 用 金

他会計借入金翌年度償還予定額

そ の 他

合 計

負 債 合 計

[正味資産の部]

正 味 資 産 合 計

負 債 ・ 正 味 資 産 合 計



(単位 千円)

― ―

事 業 会 計

(合 計)

Ａ＋Ｂ

(調整後)法 非 適 用 企 業 (小 計)
Ｂ宅地造成 下 水 道 駐 車 場(流 域) (特定環境) (農 集 排)


